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事業名 事業 事業 国土交通省
一般国道２１号可児御嵩バイパス 区分 一般国道 主体 中部地方整備局

起終点 延長
自：岐阜県可児郡御嵩町井尻 至：岐阜県可児市上恵土 ８．０km
ぎふけんかにぐんみたけちょういじり ぎ ふ け ん か に し か み え ど

事業概要
一般国道２１号は岐阜県瑞浪市を起点とし、御嵩町、可児市、美濃加茂市、各務原市、岐阜市、大垣市など岐阜県

可児御嵩の主要都市を経て、滋賀県米原市に至る延長１０２．３ｋｍの東西軸を形成する広域的な主要幹線道路です。
バイパスは、一般国道２１号の渋滞の緩和、交通安全の確保、沿道環境の改善、地域経済発展の支援を目的と
した、岐阜県可児郡御嵩町井尻から可児市上恵土に至る延長８．０㎞の国道２１号のバイパスです。
Ｈ ３年度事業化 Ｓ５０(可児市)Ｓ５８(御 Ｈ ５年度用地着手 Ｈ１２年度工事着手

嵩町)都市計画決定
全体事業費 約３１０億円 事業進捗率 ７０％ 供用済延長 ４．３km
計画交通量 ２１，０００台／日
費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)
分析結果 ２．９ １１０/１７２ 億円 ５０２/５０２億円 平成１７年(事業全体)

億円 走行時間短縮便益：470/470 億円(残事業) ４．６ 事 業 費：69/132
億円 走行費用減少便益： 25/ 25 億円維持管理費：41/ 41

交通事故減少便益： 7/ 7 億円
事業の効果等
・渋滞の解消（現道における年間渋滞損失時間の削減） 他８項目に該当。
関係する地方公共団体等の意見

、 「 」可児御嵩バイパスは 国道２１号の現道からバイパスへの交通の転換並びに東海環状自動車道 可児御嵩IC
への東西からのアクセス道路としての機能を十分に果たすことが期待されており、御嵩町をはじめとする関係
６市１町の首長で構成される国道１９号並びに２１号改修促進期成同盟会より早期整備の要望（平成１７年１
０月２１日）を受けている。
事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
・慢性的な渋滞が日常的に発生
低い交通安全性・
要請限度未達成の沿道環境・
低い高速道路等へのアクセス性・
事業の進捗状況、残事業の内容等
・可児御嵩バイパスＬ＝８．０ｋｍのうち４．３ｋｍを暫定供用。
・事業進捗率は７０％、用地取得率は８６％（平成１７年度末見込み）。
・未開通区間３．７ｋｍのうち、０．７ｋｍ区間については、現在改良工事を実施中。３．０ｋｍ区間については、平成１６年
度より用地買収を実施中。
事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
可児郡御嵩町古屋敷～御嵩町中字尼ヶ池Ｌ ０．７ｋｍは平成１９年度に暫定２車線で開通予定。・ =
・可児郡御嵩町中字尼ヶ池～御嵩町井尻Ｌ ３．０ｋｍは用地買収を継続実施、早期の工事着手を図る。=
施設の構造や工法の変更等
工事費約１２０億円のうち、約４％（例：補強土壁工法の積極的な活用約０．３億円、橋梁形式の変更約１．１億円）の・
コスト縮減を図っている。引き続きコスト縮減に努めながら、現計画に基づいて事業を推進する。
代替案として考えられる現道の拡幅については、①当該区間の現道沿線に市街地が形成されており、店舗や住居が・
連旦していること ②現道沿線に歴史・文化的遺産が点在していること から大規模な改修や拡幅が困難であり、計
画の変更は困難。
対応方針 事業継続
対応方針決定の理由
以上の点を勘案し、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないものと考えられる。
事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
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